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時間の講義又は192時間の演習 (travauxdirig6S)又は288時間の実習 (travauxpratiques)あ

るいはこの三者の組合せで相当する時間に従事することと規定していた (第7条第3項)｡ しかし

ながらあまりに硬直的な当該規定は､実際には厳密には運用されず､教育に従事する時間はある

程度柔軟に決定されてきた (Communiqu6deQSFdullavri12009)8｡この勤務時間に関す

る規定は前述政令第2009-460号で廃止され､個々の教員について各機関で定めることとされた

(後述)｡他方､中等教育教員は､演習又は実習に年間384時間従事する (政令第93-461号第2条

第1項)｡ 但し､講義に従事する場合は､講義1時間あたり1.5時間の換算で当該384時間に算入す

る (同第2項)｡

1-3.大学評議会(CNU)9

大学評議会 (ConseilnationaldesUniversit6S:CNU)は､大学教授職の管理を行 うために設

置された国民教育大臣の諮問機関である｡ その起源は1945年に設置された大学諮問委員会

(Comit6consultatifdesuniversit6S)で (オル ドナンス第45-2631号)､その後幾度かの名称

変更を経て現在の大学評議会 (CNU)となっている (政令第87-31条､政令第92-70条)｡

大学評議会 (CNU)は､大臣の諮問を受けて､全大学の教員-研究員の資格審査を行 うとと

もに､採用や昇進についての答申を行 う｡ CNU には下部組織 として研究領域毎に分科会

(section)が置かれ､これらの分科会は研究領域群毎の部門 (groupedesections)のいずれか

に分属する (政令第92-70条第2条)｡ 部門 ･分科会の構成は表 1の通りである｡

表 1 大学評議会 (CNU)の部門 (groupe)及び分科会 (section)の構成

部門 分科会

社 1 sectionO1-Droitpriv6etsciencescrimine11es

会 sectionO2-Droitpublic

料学 sectionO3-HistoiredudroitetdesinstitutionssectionO4-Sciencepolitique

2 ●sectionO5-Sciences6conomlqueS

sectionO6-Sciencesdegestion

人 3a ′′sectionO7-Sciencesdulangage:1inguistiqueetphon6tiquegenerales

8このことは国民教育省の報告書 (schwartzetal,2008)も負担軽減が行われてきたことを認めている｡

9本項の記述は､特に記した以外は､以下のCNU常設委員会のW｡bサイ トに基づいた｡

http://www.cpcnu.fr/sectionsCnu.htm

時間の言推耗又は192付利～j】のlikl習 (travauxdlr)gis)又は288時間の実習 (travauxpratlqueS)あ

るいはこの三者の組合せで相当する時間に従事することと規定していた (第7粂第3項)｡ しかし

ながらあまりに硬直的な当該規定は､実際には厳密には運用されず､教育に従非する時間はある

提度柔軟に決定されてきた (Communlqu6deQSFdullavrll2009)8.この勤務時間に関す

る規定は前述政令第20091460号で廃止され､個々の教員について各機関で定めることとされた

(後述)o他力､中等教育教員は､淡習又は実習に年間384時Fl''1従雑する (政令第93-461号第2粂

第1項)｡但し､言給養に従訴する勘合は､講義1時問あたり15時EHJの換辞で当該384時FuJfこ罪人す

る (同第2項)0

1-3 大学評議会(CNU)9

大学評言遊会 (ConsellnatlOnaldesUnlVerSLt6sCNU)は､大学教授職の管啓を行 うために設

置された国民教育大臣の諮問機関である｡その起鰍は1945年に設'Eされた大学諮問委員会

(Comlt6consultatlfdesunlVerSlt6S)で (オル ドナンス第45-2631号)､その後妓度かの名称

変父を経て現在の大学評肱会 (CNU)となっている (政令第87-31条､政令第92-70粂)C

大学評脹会 (GNU)は､大臣の諮問を受けて､全大学の教11-研究flの資格帝査を行 うとと

もに､採用や3-]進についての答申を行 う｡CNU には下部組織 として研究領域毎に分科会

(sect10m)が出かれ､これらの分科会は研究領域鮮転の部門 (groupedesect10nS)のいずれか

に分属する (政令第92170粂第2粂)｡部門 ･分科会の構成は発 1の通 りである｡

穀 1 大学評謎会 (CNU)の部門 (groupe)及び分科会 (sect10n)の桃戚

部門 分科会

礼 1

料学

2

人 3a

卓二のことはtg民教ff省の報告脊(schwa,lzcla12008)も負神軽減が行われてきたことを淀めている｡

9本JAのXIL_述は､料 こ記した以外は､以下のCNU常設委員会のWebサイ トに兆づいた.

http//wwwcpcnurr/E3CCttOnE3CnlLhtm

時間の話推義又は192時rJ'jJのlikl習 (travauxdlr)g占S)又は28即引榊の実習 (travauxpratlqueS)あ

るいはこの三者の組合せで相当する時間に従事することと規定していた (舞7兵務3項)｡ しかし

ながらあまりに硬直的な当該規定は､実際には厳密には運用されず､教育に従三拝する時間はある

経度柔軟に決定されてきた くCommunlquideQSFdullavrll2009)8｡この劫奉那祁 =こ関す

る規定は前述政令第20091460号で廃止され､個々の教flについて各機関で定めることとされた

(後述)O他力､中等教育教員は､併習又は実習に年間384時r)'IJ従非する (政令第93-461号第2粂

第1】賀)｡但 し,挑みに従耶するEa,1合は､講義1時Ilqあたり15時rllrJの換界で当該384時r桝こ罪人す

る (同第2項)｡

1-3 大学評議会(CNU)9

大学評言遊会 (ConsellnatlOnaldesUmverslt6sCNU)は､大学教授職の管理を行 うために設

置 された国民教育大臣の諮問機関である｡その起那至は1945年に設JAlされた大学諮問委員会

(Comlt6consultatlrdesunlVerSlt6S)で (オル ドナンス第45-2631号)､その後妓度かの名称

変実を経て現在の大学評議会 (CNU)となっている (政令第87-31条､政令弟92170粂)｡

大学評破会 (CNU)は､大臣の諮問を受けて､全大学の散見-研究flの資格帝査を行 うとと

もに､採用や列進についての答申を行 う｡CNtJには下部組縦 として研究電Ei域応に分科会

(sect10n)が逝かれ､これらの分科会は研究筒域鮮晦の部門 (gTOupedeSeCt10nS)のいずれか

に分捕する (政令荊92･70粂第2粂)｡部門 ･分科会の構成は衣 1の通 りである｡

衆 1 大学評放会 (CNU)の部門 (groupe)及び分科会 (sect10n)の純成

部門 分科会

社 1

料学

2

人 3a

さこのことは辿民教i和 の報告脊 (schwa,lzela12008)i,負PJ軽減が行われてきたことを淀めている｡

9本L肘)WL_述は､掛 こ記した以外は､以下のCNU常設委且会のWebサイ トに).ちづいた.

http//wwwcptnurr/白eCttOl】SCrLILLILm
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文 sectionO9-Langueetlitt6raturefranGalSeS●

料学 section10-Litt6raturescompar6es3b sectionll-Languesetlitt6raturesanglaisesetanglo-saXonnes

●section12-Languesetlitt6raturesgermanlqueSetSCandinaves

section13-Languesetlitt6raturesslaves

●section14 - Languesetlitt6raturesromanes:espagno1,italien,PortugalS,

autreslanguesromanes

●section15-Languesetlitt6raturesarabes,chinoises,JaPOnaises,h6bra'lque,

dーautresdomaineslinguistiques

4a ● ● ● ●section16-Psychologle,pSyChologleClinlque,pSyChologleSOCiale

section17-Philosophie

section18-Architecture(sesth60riesetsespratiques),artsappliqu6S,arts

● ●plastiques,artsduspectacle,6pist6mologledesenselgnementSartistiques,

● ●esth6tique,musicologle,muSlque,SCiencesde1ーart

●section19-Sociologle,d6mographie

4b ● ● ●section20-Ethnologle,Pr6histoire,anthropologlebiologlque

●section21- Histoire,civilisations,arch6010gleetartdesmondesancienset
m6di6vauX

section22-HistoireetciVilisations:histoiredesmondesmodernes,histoire

●dumondecontemporain;de1ーart;delamuslque

● ′ ●section23-G60graphiephyslque,humaine,economlqueetr6gionale

section24-Am6nagementde1ーespace,urbanisme

自 5a section25-Math6matiques

然料学 section26-Math6matiquesappliqu6esetapplicationsdesmath6matiques
5b section27-Ⅰnfbrmatique

6 section28-MilieuXdensesetmat6riauX

section29-Constituants616mentaires

section30-MilieuXdilu6Setoptique

7 ● ●section31-Chimieth6orlque,Physlque,analytique

●section32-Chimieorganlque,min6rale,industrielle
section33-Chimiedesmat6riauX

8910 ● ●section34-Astronomle,aStrOphyslque

section35-Structureet6volutiondelaterreetdesautresplan占tes

section 36 - Terre solide :g60dynamique des enveloppes sup6rieure,

pa16obiosph占re

● ●section37-M6t6orologle,OC6anographiephyslquede1ーenvironnement

● ′● ● ′●section60-M6canlque,genlem6canlque,genleCivi1

section61-G6nieinformatique,automatiqueettraitementduslgna1●′
′●section62-Energ6tique,genledesproc6d6S

● ●section63-G6nie61ectrique,61ectronlque,PhotonlqueetSySt占mes

●section64-Biochimieetbiologlem016culaire

文料早 sectsect3b sect

sect

sectsect

4a

section18-Architecture(sesth60riesetsespratiques),artsappliqu6S,arts

section19-Sociologie,d6mographie

4b

section23-G60graphiephysique,humaine,6conorrLiqueetreg10nale

良 5a

然料学
5b See

6 sectsectsecton29on30

7 sectsectsecton31on32on33

8 sect

sect

sect

9 sectsectsectsection63-G6nie6lectrique,61ectronique,photoniqueet,syst占mes

文料学 SeCSee3b See

See

SeeSeC

4a

section18-Architecture(sesth60riesetsespratiques),artsappliqu6S,arts

section19-Sociologie,d6mographie

4b

medleVauX

Seeon23-G60graphiephysique,humaine,6conomiqueetreg10nale
See

良 5a SeeSee

然料学
5b See

6 SeeSeeSeCon29on30

7 sectsectSection31ion32ion33

8

See

9 SeeSeeSeeSe()
on62-丘nerg6tique,g6niedesproc6d6S
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●section66-Physiologle

● ●section67-Biologledespopulationset6cologle

●section68-Biologledesorganismes
section69-Neurosciences

莱 ll ●section 85-PersonnelsenselgnantS-Chercheursdepharmacieensciences

学 ● ● ′●physlCO-ChimlqueSetingenlerieappliqu6ealasant6
●section86-PersonnelsenselgnantS-Chercheursdepharmacieensciencesdu

m6dicamentetdesautresproduitsdesant6

●section 87 - PersonnelsenselgnantS-Chercheursdepharmacieensciences

biologlqueS,fondamentalesetclinlqueS● ●

人 14a section70-Sciencesde1ー6ducation

文料 section71-Sciencesde1ーinfbrmationetdelacommunication′ ●section72-Epist6mologle,histoiredessciencesetdestechniques

学 ′●section73-Culturesetlanguesreg10nales

14b ●section74-Sciencesettechniquesdesactivit6sphyslqueSetSPOrtives
20 ●section76-Th6010gleCatholique

各分科会は同数の教授及び准教授から構成され､そのうち2/3は立候補者の中から選挙で選出

され､残る1/3は国民教育省によって任命される (同第3条)｡ 委員の任期は4年で､1回に限って

再任が可能である (同第9条)｡ 各分科会は､委員の互選によって委員長 (教授から1名)､副委

員長 (教授及び准教授から各1名)､補佐役 (分科会の規模によって1又は3名､1名の時は准教授

で3名の時は教授1名及び准教授2名)を選出し､これらの者は各分科会の執行部 (bureau)を構

成する (同第12条)｡全分科会の執行部は常設委員会 (commissionpermanente:CP-CNU)を

構成し､CP-CNUは分科会間の協力や整合性確保に努めるとされる (同第12-1条)｡

CNU は､大学教員の採用 ･昇進についての資格審査を行 う｡2010-2011年の准教授 ･教授-

の資格審査では､21,409件 (複数の分科会に応募する者があるため人数では12,675)の応募が

あり､10,718件 (8,031人)が合格して資格を得た (DGRH,2011)｡ 合格者数は教員の募集数と

は無関係であり､資格審査自体は教員の雇用政策と直接には連動していない (Aghion&Cohen,

2004)｡

こうした全国規模の資格審査は､全般的な質の維持や大学における情実人事の排除等の観点か

ら関係者に幅広く受け入れられている｡ しかし他方において､学問領域間の調整ができない､既

存の領域に有利で新しい領域が発達しにくい､大学における人事に関する個別の事情を反映しに

くい､外国で教育を受けた者の雇用が困難である､あるいは大学の自律性を阻害するといった

様々な課題が指摘されてきたのも事実である (Aghion&Cohen,2004;CPU,2003;Schwartz

A早 ll

biologlqueSjondamentalesetcliniques

人 14a sectsectsectsect

文

料

早

14b

20

各分科会は同数の教授及び准教授から構成され､そのうち2/3は立候補者の中から選挙で選出

され､成る1/3は国民教育省によって任命される (同第3粂)｡委員の任婚=ま4年で､1回に限って

再任が可能である (同第9粂)C各分科会は､委員の互選によって委fl長 (教授から1名)､副委

員長 (教授及びFlだ教授から各1名)､禰事i佐役 (分科会の規模によって1又は3名､1名の時は印f_教授

で3名の時は教授1名及び准教授2名)を送出し､これらの名は各分科会の執行部 (bureau)を構

成する (同第12粂).全分科会の執行部は常設委B会 (commlSSIOnpermanenteCp-CNU)杏

構成 し､CP-CNUは分科会問の協力や整合性確保に努めるとされる (同第12-1粂)｡

CNU は､大学教員の採用 ･昇進についての資格番盃を行 う02010-2011年の邦を教授 ･教授-

の資格帝杏では､21,409件 (複数の分科会に応非する名があるため人数では12,675)の応63･が

あり､10,718件 (8,031人)が合格 して資格を得た (DGRH,2011)｡合格者数は教員の弟典数と

は矧対係であり､資格審査自体は教員の犀用政策と直接には連動 していない (AghlOTl&Cohen,

2004)｡

こうした全国規模の資格審査は､全般的な質の維持や大学における情実人事の排除等の観点か

ら関係省に幅広く受け入れられている｡ しかし他方において､学問領域間の調整ができない､既

存の領域に有利で新 しい領域が発達しにくい､大草における人Zlfに関する個別の王ITr借を反映しに

くい､外国で教育を受けた者の雇用が困難である､あるいは大学の自律性を阻杏するといった

様々な取越が指摘されてきたのも不実である (AghlOn&Cohen,2004,CPU,2003,Schwartz

甘学 ll
physectl

人 14a sectse()tse(:tsect

文

料学

14b

20

各分科会は同数の教授及び准教授から桃成され､そのうち2/3は立候補者の中から選挙で避出

され､残る1/3は国民教育省によって任命される (同第3粂)｡委員の任期は4年で､1回に限って

再任が可能である (同第9粂)｡各分科会は､委員の互選によって委E:1長 (教授から1名)､副委

il衷 (教授及び准教授から各1名)､補佐役 (分科会の規模によって1又は3名､1名の時は印li教授

で3名の時は教授1名及び打た教授2名)を選出し､これらの名は各分科会の執行部 (bureau)を梢

成する (同第12灸)｡全分科会の執行部は常akrL委員会 (commlSSIOnPermanenteCp-CNU)を

構成 し､CP-CNVは分科会間の協力や整合性織保に努めるとされる (同第12-1粂)｡

CNU は､大学教員の採用 ･昇進についての資格赤盃を行 う｡2010-2011年の准教授 ･教授へ

の資格帝盃では､21,409件 (複数の分科会に応非する者があるため人数では12,675)の応多3･が

あり､10,718件 (8,031人)が合格 して資格を得た (DGRH,2011)｡合格者数は教員の甚某典数と

は鮒 弼係であり､資格番査自体は教員の耶用政策と社旗には連動 していない (AghlOn&Cohen,

2004)｡

こうした全国規模の資格審査は､全般的な質の維持や大学における情実人事の排除等の観点か

ら排J係者に幅広く受け入れられている｡ しかし他方において､学問領域間の調整ができない､既

存の領域に有利で新しい領域が発達しにくい､大学における人娘 こ関する個別の非情を反映 しに

くい.外国で教育を受けた者の雇用が困難である､あるいは大学の自律性を阻畜するといった

様々な取越が指摘されてきたのも三拝実である (AghlOn&Cohen,2004,CPU,2003.Schwartz

sect

A学 ll

人 14a sectse()tsectsect

文

料学

14b

20

各分科会は同数の教授及び准教授から桃成され､そのうち2/3は立候補者の中から選挙で避出

され､伐る1/3は国民教育省によって任命される (同第3粂)｡委員の任期は4年で､1垣=こ限って

再任が可誰である (同第9粂)｡各分科会は､委員の互選によって委員長 (教授から1名)､副委

員長 (教授及び准教授から各1名)､補佐役 (分科会の規模によって1又は3名､1名の時は准教授

で3名の時は教授1名及び巧を教授2名)を選出し､これらの者は各分科会の執行部 (bureau)を梢

成する (同第12灸)｡全分科会の執行部は常akrL委員会 (commlSSIOnPermanenteCp-CNU)を

構成し､CPICNVは分科会間の協力や整合性織保に努めるとされる (同第12-1粂)｡

CNU は､大学教員の採用 ･封進についての資格審査を行う｡2010-2011年の准教授 ･教授へ

の資格帝衣では､21,409件 (複数の分科会に応非する者があるため人数では12,675)の応多3･が

あり､10,718件 (8,031人)が合格して資格を得た (DGRH,2011)｡合格者数は教員の甚某炎数と

は無関係であり､資格審査自体は教員の耶用政策と社旗には連動していない (AghlOn&Cohen,

2004)｡

こうした全国規模の資格審査は､全般的な質の維持や大学における情実人事の排除等の観点か

ら関係者に幅広く受け入れられている｡ しかし他方において､学問領域間の調整ができない､既

存の鰯域に有利で新しい領域が発達しにくい､大学における人抑 こ関する個別の非情を反映しに

くい､外国で教育を受けた者の雇用が困難である､あるいは大学の自律性を阻杏するといった

様々な談超が指摘されてきたのも三拝実である (AghlOn&Cohen,2004,CPU,2003,Schwartz
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etal,2008)｡ これら諸課題の多くは､CNU に代表される大学教授職と大学長会議 (CPU)に

代表される機関との間の緊張関係が顕在化したものと受け止められるが､後述するように2007

年の大学自由 ･責任法 (LRU)制定-LRU は特に人事に関する裁量拡大を目指したものである

(Schwartzetal.2008)-を受けた2009年の教員-研究員についての制度改革 (政令第2009-

460号の制定)の対象とされている｡

2.大学教員の養成 ･採用 ･昇進

本項では､主として教員-研究員の養成から准教授-の採用教授-の昇進について記述し､そ

の他の教員については最後に若干言及する程度に止める10｡

2-1.養成

大学教員 (教員-研究員)として採用されるには､原則として､関係する分野の博士号を取得

していなければならない｡大学において博士課程を提供するのは博士学院 (6coledoctorale)ll

であるが､大学教員になるための特別な教育訓練 (教授法等)の実施にかかる国の枠組は設定さ

れておらず､博士学院は基本的には当該教育訓練を履修者に提供していない (IGAENR,2009)｡

他方において国は､学外の共用施設 として全国14箇所に高等教育教員入門教育センター

(Centred'initiational'enseignementsup6rieur:CIES)を設け､特別研究員から選抜される
教育支援研究員 (moniteur)(前述)を対象として､大学教育の実践に必要とされる研修を実施

してきた12｡教育支援研究員は大学で指導教員の下で教授法の指導を受けながら､CIESにおい

て大学教員に必要とされる知識 ･技能を修得するための訓練を受ける｡

特別研究員及び教育支援研究員にかかる制度は､政令第2009-464号によって､2009-2010年

度募集分より博士契約 (contratdoctoral)制度に置き換えられ､それに合わせて CIESは国直

営の施設から大学間共用施設 (serviceinteruniversitaire)- と転換 されることとなった

(DGESIP,2009)｡ CIESは､現在､当該年度以前に採用された教育支援研究員の指導に当たる

10本項において､法令及び出典を明記した以外の記述は､以下の国民教育省のWebサイ トに基づいて行った (平成23年5月18

日参照)｡

http://www.enselgnementSup-reCherche.gouv.fr/pid20005/concours-emploi-et-carrieres.html

ll学内の複数の UFR等や学外の機関の協力によって大学等に開設された博士課程を提供するためのプログラム｡開設には国民

教育省による適格認定 (accreditation)が必要である｡他の訳語として､｢博士教育センター｣や ｢博士課程研究科｣などがあ

る｡詳細は大場 (2009)､夏目 (2007)参照｡

12cIESについては大場 (2007)及び夏目 (2006)参照｡

etal,2008).これら諸株也の多くは､CNU に代表される大学教授職と大学長会誌 (CPU)に

代表される機関との問の緊張関係が抑在化したものと受け止められるが､後述するように2007

年の大学自由 ･ff仕法 (LRU)制定-LRU は特に人非に関する三枚iiと拡大を目指したものである

(Schwartzeta12008)-を受けた2009年の教fl-研究員についての制度改革 (政令第2009-

460号の制定)の対象とされている.

2 大学教員の養成 ･採用 ･昇進

本項では､主として教員-研究員の袈成から准教授-の採用教授への昇進について記述し､そ

の他の教員については瓜後に若干言及する程度に止めるLOo

2-1 養成

大学教員 (教員-研究員)として採用されるには､股別として､関係する分野の博士号を地相

していなければならない｡大学において博士課程を提供するのは博士学院 (6coledoctorale)I

であるが､大学数51になるための特別な教育訓練 (教授法等)の実施にかかる国の枠組は設定さ

れておらず､博士学院は基本的には当該教育訓級を履修者に挺供していない (IGAENR,2009)｡

他方において国は､学外の共用施設として全国14了当所に古等教背教n入門教育センター

(Centred'lnltlatlOnal'enselgnementSup6rleurCIES)を設け､特別研究11から選抜される

教育支援研究D (monlteur)(前述)を対象として､大学教育の実践に必要とされる研修を実施

してきた120教育支援研究員は大学で指導教員の下で教授法の指導を受けながら､CIESにおい

て大学数11に必要とされる知織 .技能を修得するための訓練を受ける｡

特別研究員及び教育支援研究員にかかる制度は､政令第2009･464号によって､200912010年

度弟非分より博士契約 (contratdoctoral)制度に置き換えられ､それに合わせて CIESは国直

眉の施設から大学間共用施設 (servICelnterunlVerSltalre)-と転換 されることとなった

(DGESIP,2009)0CIESは､現在､当該年度以前に採用された教育支援研究員の指去割こ当たる

10本項において､法令及び出典を明記した以外のyL.述は,以下のLjR教や省のWebサイ トにNiづいて行った (平成23ir-5ノHL8

t]参tH)｡

hllP//wwwensclgnCmenlsup-T.=Cherchegouvrr/pld20005/eollCOurS-emplo1-e1-CZlrTICTCShlml

Ill+巾の世数の UFR等や学外の機関の協力によって大学等にl刈取された紳士謙抑をhltlEするためのプログラム｡l刈取には国民

裁脊省による適格提起(accredllatl011)が必野である｡他の訳箔として ｢博士教脊セ/クー｣や rT坤士課f'.1研究科Jなどがあ

る.,'単軸は大船 (2009) 正目 (2007)参軌

12clESについては大尉 (2007)及び且口(2006)参照｡

etal,2008).これら諸課題の多くは､CNU に代表される大学教授職と大学良会談 (CPU)に

代表される機関との問の緊張関係が軌在化したものと受け止められるが､後述するように2007

年の大等自由 ･一打仕法 (LRU)制定-LRUは特に入部に関する裁並拡大を目指したものである

(Schwartzeta12008)-を受けた2009年の教Ll-研究flについての制度改革 (政令第2009-

460号の制定)の対象とされている｡

2 大学教員の養成 ･採用 .昇進

本項では.主として教員-研究員の餐成から准教授-の採用教授への昇進について記述し､そ

の他の教員については瓜後に若干言及する程度に止める100

2-1 養成

大学教員 (教員-研究員)として採用されるには､原則として､関係する分野の博士号を放て拝

していなければならない.大学において博士課程を挺供するのは博士学院 (6coledoctorate))1

であるが､大学数flになるための特別な教育訓練 (教授法等)の実施にかかる国の枠組は設定さ

れておらず､博士学院は基本的には当該教Jl等J訓鰍を履修者に提供していない (IGAENR,2009).

他方において国は､学外の共用施&'Lとして全国14箇所に市等教笥教良人門教育センター

(Centred'lnltlatlOnal'enselgnementSup6rlellrCTES)を設け､特別研究flから選抜される

教育支援研究El(monlteur)(前述)を対象として､大学数JGの実践に必要とされる研修を実施

してきた12.教育支援研究員は大学で指導教員の下で教授法の指導を受けながら､CIESにおい

て大学数Elに必要とされる知暇 .技能を修得するための訓 練を受ける｡

特別研究員及び教育支援研究員にかかる制度は､政令第2009-464号によって､200912010年

度妄妄躯分より博士契約 (contratdoctoral)制度にFEき換えられ､それに合わせて CIESは国政

眉の施設から大学間共用施設 (servICelnterunlVerSltalre)-と転換 さhることとなった

(DGESIP,2009)｡CIESは､現在､当否亥年度以前に採用された教育支援研究員の指圭削こ当たる

10本項において､法令及び州曲を明記した以外のWL.述は､以下のL∃民教や町の Wcbサイ トに此づいて行った (平成23咋5JIL8

Ej参tH)｡

hllP//W-erlSelgnCmenlsup-TeCherchegouvrr/pld20005/collCOurS-CmPlol-Cl-CZm lCrCSlllml

ll年内の枚数の UER苛や'+外の槌悦の協力によって大'-l'一等にl州放されたけ士謙抑を傑tlEするためのプログラム.lAJ散には【∃民

教や省による適格治定 (accredl1all0n)が必草である｡他の訳mとしで ｢博士故il'センターJや r博士誹耶研究科｣などがあ

る｡詳細は大射 (2009).EEl(2007)参軌

12cIESについては大槻(2007)及びE日(2006)参軌

etal,2008).これら諸課題の多くは､CNU に代表される大学教授職と大学長会談 (CPU)に

代表される機関との問の緊張関係が掛在化したものと受け止められるが､後述するように2007

年の大等自由 .王子任法 (LRU)制定-LRUは特に人誹に関する裁i辻拡大をEl指したものである

(Schwartzeta12008)-を受けた2009年の教月-研究Llについての制度改革 (政令第2009-

460号の制定)の対象とされている｡

2 大学教員の養成 ･採用 .昇進

本項では.主として数日-研究員の養成から准教授への採用教授への昇進について記述し､そ

の他の教員については滋後に若干JEi及する撮度に止める100

2-1 養成

大学教員 (教員-研究員)として採用されるには､原則として､関係する分野の博士号を地相

していなければならない｡大学において博士課程を挺供するのは博士学院 (6co】edoctorale))1

であるが､大学数Elになるための特別な教育訓練 (教授法等)の実施にかかる国の枠組は設定さ

れておらず､博士学院はあ本的には当該教J1-i-訓級を履修者に提供していない (IGAENR,2009).

他方において国は､学外の共用施設として全国14箇所に市等教笥教員入門教育センター

(Centred'lmtlatlOnal'enselgnementSup6rlellrCTES)を設け､特別研究flから選抜される

教育支援研究員 (monlteur)(前述)を対象として､大学数JGの実践に必要とされる研修を実施

してきた12｡教育支援研究員は大学で指鱒教員の下で教授法の指鞘を受けながら､CIESにおい

て大学数Elに必要とされる知耽 .技能を修得するための訓 練を受ける｡

特別研究員及び教育支援研究員にかかる制度は､政令爺2009-464号によって､200912010年

度妄妄躯分より博士契約 (contratdoctoral)制度にFEき換えられ､それに合わせて CIESは国政

眉の施設から大学間共用施設 (servICelnterunlVerSltalre)-と転換 されることとなった

(DGESIP,2009)｡CIESは､現在､当否亥年度以前に採用された教育支援研究員の指圭削こ当たる

10本項において.法令及び州曲を明記した以外の記述は､以下の(当圧教や町のWcbサイトにJEづいて行った(平成23咋5JIL8

Ej参tH)｡

hLIPニノ/wwwerlSelgnCmenlsup-TeCherchegouvrr/pld20005/ぐ011COurS-CmPlol-e1-carTICreSlllml

ll年内の枚数のUER等や学外の機関の協力によって大学等にl州放された冊士認印を擬tlEするためのプログラム.1刈取には【∃民

数倍省による適格治定(ac⊂redl1atl011)が必要である｡他の訳mとしで ｢fq士敦illセ/クーJや｢叩土讃絹研究科｣などがあ
る｡詳細は大射(2009).EEl(2007)参軌

12cIESについては大槻 (2007)及びE日(2006)参軌



15

一方で､博士契約を締結した契約博士学生 (doctorantcontractuel)を対象として募集 ･採用さ

れた者-の指導を大学から委託される形で実施している｡

2-2.資格の取得

博士号取得後､大学教員を目指す者は､大学評議会 (CNU)が行 う准教授になるための資格

審査に申請し合格しなければならない (教育法典 L.952-6条 ;政令第84-431条第24条)｡CNU

-の申請は各分科会 (section)に付され､各分科会は教育法典 L.952-3条で規定された教員-

研究員の職務 (前述)に照らしつつ､候補者の諸活動実績を検討して資格審査を行 う (政令第

84-431条第24条第1項)｡ 資格審査は執行部に指名された2名の審査員 (rapporteur)が担当し､

必要に応じて外部の専門家の意見 (文書)も求めつつ､審査結果について報告書をまとめて分科

会に提出する｡それに基づいて分科会は､合格者の一覧をアルファベット順に作成し､また掲載

されなかった者には文書で不合格の理由を通知する (同第2-4項)｡ 資格審査に2年連続して不

合格になった者は､分科会が分属する部門 (関係分科会執行部で構成)に対して不服申し立てを

することが可能である (同第5項)｡

審査は通常年1回であり､秋に申請を受け付けて､申請者は年末までに審査員に必要書類を送

付する｡ 2010-2011年の審査では､17,988件の申請 (複数の分科会に申請する者があるので申請

者は10,460人)があり (但し､うち3,213件は審査資料未提出等で審査されず)､そのうち8,796

件 (6,472人)が登録された｡合格率は申請件数で49%､審査件数で60%､人数で62%であった

(DGRH,2011)｡ 資格審査の対象は前述の通り教員-研究員の活動全般に関わる事項であるが､

実際の審査の判断は研究業績に基づいており､教育活動実績や教授能力は殆ど考慮されない

(Dejean,2002)｡

この資格を得ることによって､准教授職に応募することが可能となる｡資格の有効期間は登録

年の最終日から起算して4年であり (政令第84-431条第24条第7項)､その間に准教授として採用

されなければ再度資格審査を受けなければならない｡他方､准教授職-の就職活動を行いつつ､

非常勤職である教育研究補助員 (ATER)に就いて (雇用期間最長4年)､教育研究に従事するこ

とが可能である｡ なお､ATER職には､博士号が1年以内に取得できる見込みの者も応募するこ

とができる｡

一方で､博士契約を締結した契約博士学生 (doctorantcontractuel)を対象として多第兆 ･採用さ

れた者-の指導を大学から委託される形で実施している.

2-2 資格の取得

博士号取得後､大学教員をEl指す者は､大学評議会 (CNU)が行う准教授になるための資格

赤盃に【柑'ル 合格しなければならない (教育法典 L 952-6条 ,政令窮84-431粂第24粂)｡CNU

-の中富削ま各分科会 (sectlOn)に付され､各分科会は教育法iJ吐L 952-3条で規定された教員-

研究員の職務 (前述)に照らしつつ､候補者の諸活動実績を検討 して資格審査を行う (政令第

84･431粂第24粂第1項)｡資格蔀査は執行部に指名された2名の審査員 (rapporteur)が担当し､

必要に応じて外部の呼門家のFLT見 (文製F)も求めつつ､辞査結炎について報告空手をまとめて分科

会に提出する｡それに基づいて分科会は､合格者の一覧をアルファ-ット順に作成し､また掲載

されなかった者には文革Fで不合格の理由を通知する (同第2-4項)o資格審査に2年連続 して不

合格になった者は､分科会が分属する部門 (関係分科会執行部で偶成)に対して不服申し立てを

することが可能である (同第5項)｡

帝査は通常年1回であり､秋に申雷F'JLを受け付けて､申il'JL者は年末までに審査ilに必要む准iを送

付する｡2010-2011年の市杏では､17,988件の中宮l■i(複数の分科会に中綿する者があるので申iLlt

者は10,460人)があり (但し､うち3,213件は審査資料未提出等で事査されず)､そのうち8,796

件 (6,472人)が登録された｡合格率は申琵F'i件数で49%､帝査件数で60%､人数で62%であった

(DGRH,2011)｡資格審査の対幾は前述の通り教員-研究員の活動全般に関わる王li項であるが､

実際の布衣の判断は研究黙殺に基づいており､教育活動実践や教授稚力は殆ど考慮されない

(DeJean,2002)0

この資格を柑ることによって､准教授q削こ応募することが可能となるO資格の有効期間は登録

年の戚終日から起辞して4年であり (政令第84-431粂第24粂第7項)､その間に准教授として採用

されなければ再度資格審査を受けなければならない｡他方､准教授職-の駄職活動を行いつつ､

非I.Lit.働職である教育研究補助員 (AVER)に就いて (雁用期間成長4年)､教育研究に従解するこ

とが可能である｡なお､ATER職には､博士号が1年以内に政村できる見込みの者も応非するこ

とができる｡

一方で､博士契約を締結した契約博士学生 (doctorantcontractuel)を対象としてi3･非 ･採用さ

れた者-の指導を大学から委託される形で実施している｡

2-2 資格の取得

博士号取手等後､大学教員をEl指す者は,大学評議会 (CNU)が行 う准教授になるための資格

審査にtlJ許し合格しなければならない (教育法典 L 952-6灸 ,政令第84-431粂第24粂)aCNtJ

-の中居l■iは各分科会 (sectlOn)に付され､各分科会は教育法兆 し 952-3条で規定された教員-

研究員の職務 (前述)に照らしつつ､候榔者の詑括1PJ英紙を検雷寸して訟格審査を行う (政令第

84･431粂第24粂第1項)｡資格審査は執行部に指名された2名の審査員 (rapporteur)が担当し､

必軌 こ応じて外部の呼門家の芯見 (文王lF)も求めつつ､審査結氷について報告群をまとめて分科

会に挺出する｡それに基づいて分科会は､合格者の一覧をアルファ-ット順に作成し､また掲載

されなかった者には文革Fで不合格の理由を通知する (同第2-4項)Q資格審査に2年連続 して不

合格になった者は､分科会が分属する部門 (r姻係分科会執行部で偶成)に対して不服申し立てを

することが可能である (同前5項).

帝査は通常年1回であり､秋に申yltを受け付けて,申孤者は年来までに帝査口に必要TLr栃を送

付する｡2010-2011年の布衣では､17,988件の中書l■lt(複数の分科会に中富L'け る者があるので申甜

者は10,460人)があり (但し､うち3,213件は寄充汽料未提出等で寄充されず)､そのうち8,796

件 (6,472人)が登録された｡合格率は申育～lt件数で49%､蒋査件数で60%､人数で62%であった

(DGRH,2011).資格審査の対幾は前述の通り教員-研究員の活動全般に関わる王l事項であるが､

実際の審査の判断は研究炎続に基づいてお り､教育括軌実践や教授碓力は殆ど考慮されない

(DeJean,2002)0

この資格を村ることによって､准教授職に応募買することが可能となる｡資格の有効才も叩月は登録

年の瓜終日から起辞して4年であり (政令第84-431粂第24粂誘7項)､その間に准教授として採用

されなければ再度資格審査を受けなければならない｡他方､榔教授職-の就職情動を行いつつ､

非'.･;(;鋤職である教育研究祁助員 (AVER)に就いて (屈用瑚FltUk一長4年)､教育研究に従三拝するこ

とが可能である｡なお､ATER職には､博士号が1年以内に収縛できる見込みの者i)応非するこ

とができる｡

一方で､博士契約を締結した契約博士学生 (doctorantcontractuel)を対象として英銀 ･採用さ

れた者-の指導を大学から委託される形で実施している｡

2-2 資格の取得

博士号取手等後､大学教員をEl指す者は､大学評議会 (CNU)が行 う准教授になるための資格

番盃にrlJiI7し合格しなければならない (教育法処 L 952-6条 .政令窮84-431粂第24粂)0CNtJ

-の中居削ま各分科会 (sect10n)に付され､各分科会は教育法兆 し 952-3条で規定された教員-

研究員の職務 (前述)に照らしつつ､候榔者の託括1PJ実続を検雷寸して訟格審査を行う (政令第

84-431粂第24粂第1項)｡資格審査は執行部に指名された2名の審査員 (rapporteur)が担当し､

必軌 こ応じて外部の呼門家の芯見 (文型吉)も求めつつ､審査結氷について報告亨i羊をまとめて分科

会に提出するOそれに基づいて分科会は､合格者の一覧をアルファ-ット順に作成し､また掲載

されなかった者には文革Fで不合格の理由を通知する (同弟2-4項)｡資格二醇恋に2年連続 して不

合格になった者は､分科会が分属する部門 (FAl係分科会執行部で偶成)に対して不服申し立てを

することが可能である (同前5項).

帝査は通箱年1回であり､秋に申yJtを受け付けて､申論者は年末までに帝査Dに必要TLr籾を送

付する｡2010-2011年の布衣では､17,988件の中書l■lt(複数の分科会に中富L'け る者があるので申甜

者は10,460人)があり (但し､うち3,213件は寄充汽料未提出等で事査されず)､そのうち8,796

件 (6,472人)が登録された｡合格率は申育馴中敷で49%､帝査件数で60%､人数で62%であった

(DGRH,2011).資格審査の対糸は前述の通り教員-研究員の活動全般に関わる三拝項であるが､

実際の審査の判断は研究炎続に基づいてお り､教育括軌突崩や教授徒力は殆ど考慮されない

(DeJean.2002)0

この資格を梢ることによって､准教授職に応募買することが可能となる｡資格の有効才那月は登録

年の応終Elから起許して4年であり (政令第84-431粂第24粂第7項)､その間に准教授として採用

されなければ再度資格審査を受けなければならない｡他方､榔教授職-の就職情動を行いつつ､

非'.･;(;鋤職である教育研究祁助員 (AVER)に就いて (屈用瑚Flt"瓜長4年)､教育研究に従三拝するこ

とが可能である｡なお､ATER職には､博士号が1年以内に政村できる見込みの者i)TEこ非するこ

とができる｡
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2-3.准教授の採用

准教授職の設置は国民教育省によって行われ､その新設や現職者の転職 ･退職を受けて､同省

の定める手順に従って各大学は公募を行 う13 (政令第84-431条第25条)｡ 公募対象は大学評議会

(CNU)の資格審査に合格した者に限定されていたが､2009年の制度改正によって､例外とし

て国外の高等教育機関で同等の地位にある者についても公募対象に含めることが可能となった

(同第22条第2項)｡

公募を受けて､応募者の審査を担当するのは選考委員会 (comit6des61ection)である｡選考

委員会は､従来当該審査を担当していた専門家委員会 (commissiondesp6cialistes)14に代わ

って設けられた学内組織である (LRU 第25条)｡選考委員会は､管理運営評議会 (conseil

d'administration)15 (教員-研究員及び研究員のみ)の決定に基づいて設置され､半数以上の

外部者を含む教員-研究員で構成される (専門家委員会は内部者のみで構成)｡その任命は､学

長の推薦に基づいて管理運営評議会 (教員-研究員のみ)が行 う (専門家委員会では約2/3の委

員は選挙で選ばれ､残りは管理運営評議会 (教員-研究員の委員のみ)の推薦に基づいて学長が

任命)｡但し､半数以上は､学術評議会の意見を聴取した上で関係する学問領域から選ばなけれ

ばならない｡この制度改正は､従前の専門家委員会が学内者のみによって構成されていて､学内

からの候補者が不当に優遇されて流動性の阻害要因になっているといった批判に応えたものであ

る｡

学内における審査の基準は多様ではあるが､第一義的には研究成果に基づくといわれる

(Dejean,2002;Paivandi,2010)｡ しかしながら､必ずしも研究業績のみが絶対視される訳で

はなく､その他の諸々の活動実績を踏まえっっ審査が行われ､一般的に内部から採用される傾向

が強い (准教授から教授-の昇進についても同様､後述)｡近年は､教育研究支援や社会的活動

の実績､対人関係や人物像といった研究業績以外の事項についても幅広く考慮に入れる傾向にあ

り､採用の在 り方が多様化している (Musselin,2005)｡

132009年の政令改正までは､国民教育省が公募を行っていた｡

14専門家委員会は､大学評議会 (CNU)の分科会に対応て設置される学問領域別の学内組織であり､学内において教員 ･研究

員採用 ･昇進にかかる実質的な決定を行ってきた (Commissiondesfinances,del'economiegeneraleetduplan,2006Musselin&

Mignot-Gerard,2001)｡ 2008年に政令第2008-333号によって廃止された｡

15学内の最高議決機関｡教職員､学生､学外者 (研究機関関係者､地域代表等)から構成され､学内構成員は選挙で選ばれる｡

諮問機関である学術評議会及び教務 ･学生生活評議会とともに三評議会を構成する｡

2-3 准教授の採用

准教授職の設位は国民教育省によって行われ､その新設や現職者の転職 ･退職を受けて､同省

の定める手Jq刺こ従って各大学は公募を行う】3(政令第84･431粂第25粂)o公募対象は大学評践会

(CNU)の資格審査に合格 した者に限定されていたが､2009年の制度改正によって､例外とし

て国外の高等教育機関で同等の地位にある者についても公弟対象に含めることが可能となった

(同弟22粂第2項)｡

公非を受けて､応55･者の布衣を担当するのは選考委fl会 (comlt6des6)ectlOn)である.i選考

委員会は､従来当胃亥帝査を担当していたilI門家蚕1-1会 (commlSS10ndesp6clallSteS)】4に代わ

って設けられた学内組織である (LRU 第25粂)o選考委員会は､管理運営評碓会 (consell

d'admlnlStratlOn)15 (教員-研究臼及び研究員のみ)の決定に基づいて設fErlされ､半数以上の

外部者を含む数11-研究Llで構成される (中門家委Ai会は内部者のみで偶成)Qその任命は､学

長の稚昭に基づいて管理運営評富遊金 (教員-GJF究員のみ)が行う (専門家委員会では約2/3の委

員は選挙で選ばれ､残りは管理運営評雷遠会 (教員-研究員の委flのみ)の推庶事に韮づいて学良が

任命)｡但し､半数以上は､学術評耽会の意見を聴取した上で関係する学問餌域から選ばなけれ

ばならない｡この制度改正は､従前の専門家委fl会が学内者のみによって構成されていて､学内

からの候補者が不当に僚過されて流動性の阻害蟹田になっているといった批判に応えたものであ

る｡

学内における帝査の基神は多様ではあるが､fP,一糸的には研究成果に基づくといわれる

(DeJean,2002,PalVandl,2010)O しかしながら､必ずしもiJF究某紙のみが絶対視される訳で

はなく､その他の諸々の活動実績を踏まえつつ布衣が行われ､一般的に内部から採用される傾向

が強い (准教授から教授-の昇進についても同様､後述)｡近年は､教育研究支援や社会的活動

の実績､対人関係や人物像といった研究薬aTrt以外の解項についても幅広く考慮に入れる慨向にあ

り.採用の在り方が多様化している (Musse)ln,2005)｡

132009irLのBr令改正までは､国民削 i省が公鼻を行っていた｡

lJ#門5'番貝会は *+評議会 (CNU)の分科会に対応で牧村される'+rl!】閉域別の/+巾組織であり if:州 こおいて教員 研究

員淀川 如進にかかる実質的な決定を行ってきた (Comm■ss■ondesflnarlCCS,de1ko‖om■esenemlccldtJPlall,2006MusseL■n良

MlgnOトGerard,200】)｡200紬 に政令爺2008-333ぢによって軌 i_された｡

15牛山の足r乙.'1議決械関｡教僻見 '1生､学外省 (研究機関Ⅳ儒 者 地域代表等)から捕成され､亡f:内代成員は迅孝で選ばれる｡

岸即"横関である学術#議会及び教秩 /+生生Tn#議会とともに=評議会を構成する｡
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2-4.教授への昇進

教授職は､原則として大学が実施する公募によって採用される (政令第84-431条第42条第1項

及び第49条)｡但し､法学､政治学､経済学､経営学については､上級教員資格 (アグレガシオ

ン (agr6gation))の全国試験を通じて採用されることも可能である (同第2項及び第48条)｡

准教授として採用された後､公募に応じて教授に昇進又は教授として他大学に異動するために

は､大学評議会 (CNU)の資格審査に合格した上で､教授職-の公募に応じなければならない

(同第43条第1項)｡ 教授の資格審査を受けるには､原則として､研究指導資格 (habilitationa

dirigerdesrecherches:HDR)16を取得することが必要とされるが､それ以外に准教授や連携教

員､研究機関の研究員等の経験 ･地位に基づいて申請することも可能である (同第44条)｡また

例外的に外国の大学で教授職相当にある者については､CNU の資格審査は免除される (同第43

条第2項)｡

公募による教授-の昇進等は､准教授期間の研究及びその他の活動成果等に基づいて審査され

る｡ その手続は､准教授採用の手続とほぼ同様である｡ 但し､昇進者の半数は CNUの評価順位

に基づいて､残りの半分は大学 (学術評議会)の決定に基づいて､それぞれ選考しなければなら

ない (Beaud,2009)｡ 2009年の政令改正案は､当初､教員昇進の決定を大幅に大学に委ねるこ

ととし､教員の昇進にかかる選考は各大学の学術評議会の決定に全面的に基づくものとした｡し

かしこの提案は､昇進が大学執行部の窓意や情実に基づいたものになるといった強い批判を受け､

最終的には省令によって従前通りCNUの評価に基づく昇進と各大学の決定に基づく昇進が同数

に設定された (Beaud,2009)｡

他方､上級教員資格 (アグレガシオン)を得るには､主として博士号又は研究指導資格

(HDR)保持者を対象とする第一試験又は主として准教授を対象とする第二試験に合格しなけ

ればならない｡試験の方式 ･内容は､第一 ･第二及び学問領域間で若干の相違はあるが､基本的

には研究に関する業績や活動に基づく (Musselin,2005)｡ 本制度を実施する学問領域において

は､上級教員資格を有することが教授になるための大原則であり､博士号はもとより研究指導資

格 (HDR)も上級教員資格を得るまでの段階に過ぎない｡他方､機関による公募は存在しても

僅かであって､採用されるとしても当該資格保持者よりもかなり遅い年齢となる (Godechot&

Louvet,2008)｡ 上級教員資格試験に合格した者は､自己の学問領域の教授職に空きが出た場合､

試験の成績結果の順に当該職に着任することができる｡ したがって､採用にあたって大学には選

択権がない｡

16博士号取得後の研究成果に基づいて授与される国家免状｡かつての国家博士 (d｡ct｡ratd,丘tat)｡

2-4 教授への昇進

教授職は､原則として大学が実施する公卿 こよって採用される (政令折84･431粂第42粂第1項

及び第49粂)｡但し､法号､政治学､経済学､経営学については､上級教員資格 (アグレガンオ

ン (agr6gatlOn))の全国邪教を通じて採仲ほ れることも可能である (同第2項及び第48粂).

准教授として採用された後､公巷iAに応じて教授に昇進又は教授として他大学に共助するために

は､大学評雄会 (CNU)の資格審査に合格した上で､教授職-の公募に応 じなければならない

(同第43粂第1項)｡教授の資格帝恋を受けるには､原則として､研究指導資格 (habllltatlOna

dlrlgerdesrecherchesHDR)16を取得することが必柴とされるが､それ以外に准教授や迦携教

員､研究機関の研究員等の経験 ･地位に基づいて申訂lすることも可経である (同第44粂)｡また

例外的に外国の大学で教授職相当にある名については､CNU の資格審査は免除される (同第43

粂第2項)Q

公募笑による教授-の昇進等は､准教授期間の研究及びその他の活動成果琴に韮づいて審査され

る.その手縦は､准教授採用の手練とほぼ同様である｡但し､月進者の半数は CNUの評価州別立

に基づいて､放りの半分は大学 (学術評肱会)の決定に基づいて､それぞれ選考しなければなら

ない (Beaud,2009)02009年の政令改正案は､当初､教員昇進の決定を大幅に大学に委ねるこ

ととし､教員の5-[進にかかる選考は各大学の学術評法会の決定に全面的に韮づくものとした.し

かしこの提案は､昇進が大学執行部の愁意や惜実に基づいたものになるといった強い批判を受け

戚終的には省令によって従前通りCNUの評価に基づく昇進と各大学の決定に益づく昇進が同数

に設定された (Beaud,2009)｡

他方､上級教口資格 (アグレガシオン)を4等るには､主として博士号又は研究指導資格

(HDR)保持者を対象とする第一試験又は主として准教授を対象とする第二試験に合格しなけ

ればならないO試験の方式 ･内容は､第- ･第二及び学問領域間で若干の相違はあるが､基本的

には研究に関する菜筋や活動に基づく (Musselln,2005).本制度を実施する学問筒域において

は､上級教員資格を有することが教授になるための大原則であり､博士号はもとより研究指導資

格 (HI)R)も上級教員資格を狩るまでの段階にi過ぎないO他力､機関による公募は存在 しても

僅かであって､採用されるとしても当君亥資格保持者よりもかなり遅い年齢となる (Godechot&

IJOuVe1,,2008).上級教員資格試験に合格した者は､自己の学問領域の教授職に空きが出た場合

試験の成績結果の順に当該暇に軒任することができる｡ したがって､採用にあたって大学には選

択権がない｡

16博士ぢ取糾後の研究成果に).ちづいて授与されるL451免帆 かつてのLj*,博士 (d∝t｡,aLdElat).
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2-5.その他の教員の採用

大学には､主として中等教育教員の上級資格 (agr6gation及び certification)を持つ者 (ア

グレジェ教員/セルテヒフイエ教員)17を対象として公募 ･採用される中等教育教員がいる｡こ

の主の教員の採用数は､各年800-900人程度である｡

これらの教員は､採用後に博士号を取得すれば､選考手続を経て教負-研究員の身分を獲得す

ることが可能である｡中等教育教員の中には､教員資格取得後､中等教育機関に勤務せずに大学

の博士課程に登録し､非常勤教員を経て採用される者もある (Chevaillier,2001)｡ 一部の学問

領域 (歴史等)では､博士課程登録後に教育研究補助員 (ATER)に採用され､博士号取得後に

准教授採用を目指すことが常態化している (CNE,2005;Musselin,2001)｡

3.大学教員の能力開発18

フランスの大学では､教授法等に関する教員の能力開発は組織的には殆 ど取 り組まれず

(Dejean,2002)､また､それに関する研究や実践報告も非常に少ない (DeKetele,2010)｡ 若

干ではあるが､大学内における個々の取組､大学間連携の取組等が1980年代から見られる程度

である (大場,2007)｡ 1989年から設置された前述高等教育教員入門教育センター (CIES)は､

教授法開発における初めての全国規模の取組であるが､対象となる者の数は限られており､その

活動の範囲は限定的なものに止まっている (Paivandi,2010)｡ フランスにおいて教授法等の能

力開発が低調であることは､大学教員の採用 ･昇進において研究が重視され､その経歴において

教育は ｢罰 (p6nalisation)｣として受け止められてきた (IGAENR,2006)と表されるように､

教員-研究員によって教育自体が軽視されてきたことを大きく反映している｡ そして､こうした

事情は今日においても殆ど変化していない (IGAENR,2010;Paivandi,2010)｡

しかしながら､他方において､高等教育が大衆化して多様な学生が進学するようになり､また､

経済の知識基盤化を推進する欧州連合のリスボン戦略を受けて大学に対して学習成果の保証が問

われるようになったこと等を背景として､大学における学習の改善を図る必要性が拡大してきて

いる (IGAENR,2006;Paul,2006)｡ それにもかかわらず､フランスの大学では､"p6dagogie"

(学習 ･教授法)が議論される際の対象は主として個別指導 (tutorat)等の学習支援が中心で

あり､教授法や教員の教授能力が議題に上がることは非常に少なかった｡このことは､フランス

において学生に関する調査や研究が比較的活発に行われているのに対して､教員に関する研究が

17上級資格を持っ教員についてはフランス教育学会編 (2009)参照｡

18大学職員の能力開発については以前に大場 (2007)にて比較的詳細にまとめた｡その状況は今 日まで大きく変わっていない

ので､本稿ではその概観の記述に止める｡

2-5 その他の教員の採用

大学には､主として中等教育数flの上級資格 (agr6gat10n及び certlficat10n)を持つ者 (ア

グレジェ教員/セルテヒブイエ教員)17を対象として公募 ･採用される中等敬弔教員がいる｡こ

の主の教員の採用数は､各年800-900人転座である｡

これらの教flは､採用後に博士号を収半]fすれば､選考手続を経て教員-研究員の身分を獲得す

ることが可能である｡中等教育教員の中には､教員資格牧村後､中等教育機関に勤務せずに大学

の博士裸程に登録し､非常勤教Dを経て採用される者もある (Chevallller,2001).一部の学問

碩域 (歴史等)では､博士秋程登録後に教育研究補助員 (AVER)に採用され､博士号取得後に

准教授採用を目指すことが;･;,','態化している (CNE,2005,Musselln,2001)0

3 大学教員の能力開発】8

フランスの大学では､教授法等に関する教員の能力開発は組織的には殆 ど放 り組まれず

(DeJean,2002)､また､それにJ奨け る研究や実践報告も非常に少ない (Delくetele,2010).若

干ではあるが､大学内における個々の取組､大学閑適供の取組等が1980年代から見られる程度

である (大軌 2007)｡1989年から設粧された前述(I.S等教育教11人門教育センター (CIES)は

教授法開発における初めての全国規模の政組であるが､対象となる者の数は限られており､その

活動の範囲は限定的なものに止まっている (PalVandl,2010)｡フランスにおいて教授法等の能

力開発が低調であることは､大学数Dの採用 ･昇進において研究がgi祝され､その経歴において

教育は ｢罰 (p6nallSatlOn)｣として受け止められてきた (IGAENR,2006)と表されるように

教員-研究員によって教育自体が軽視されてきたことを大きく反映している｡そして､こうした

事情は今日においても殆ど変化していない (IGAENR,2010,PalVandl,2010)｡

しかしながら､他力において､高等教育が大衆化して多様な学生が進学するようになり､また

経済の知職基盤化を推進する欧州連合のリスボン機略を受けて大学に対して学習成典の保証が問

われるようになったこと等を背光として､大学における学習の改苗を陸】る必要性が拡大してきて

いる (IGAENR,2006,Paul,2006)Oそれにもかかわらず､フランスの大学では､"p6dagogle"

(学習 ･教授法)が法論される際の対象は主として個別指導 (tutorat)等の学習支援が中心で

あり､教授法や教flの教授能力が淡越に上がることは非常に少なかった.このことは､フランス

において学生に関する調査や研究が比較的活発に行われているのに対して､教員に関する研究が

1-上級架休を持つ教員についてはプラ/ス教群 戸全編 (2009)参軌

1台大亡f-僻見の能力FN罪については以即日こ大勘 (2007)にて比較的詳細にまとめた｡その状況は今 日まで大きく変わっていない

ので､本絹ではその概観のWL.述にLlめる｡




